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平成27年度

国立研究開発法人水産総合研究センター事業報告書

１．国民の皆様へ

国立研究開発法人水産総合研究センター（以下「センター」といいます。）は、水産基本

法で述べられている「水産物の安定供給の確保」と「水産業の健全な発展」に貢献するため、

水産に関する基礎から応用、実証までの一貫した研究開発を行う総合研究機関です。

第3期中期計画（平成23～27年度）では、我が国水産業が直面する重要な課題に的確かつ

効率的に対応するため、(1)水産資源の管理技術、(2)沿岸漁業の振興、(3)持続的な養殖業、

(4)水産物の安全・消費者の信頼確保、(5)基盤となるモニタリング等を5つの重点課題とし

て研究開発に取り組みました。

これら5つの重点課題について、平成27年度の代表的な研究成果を紹介します。（1）太平

洋クロマグロ資源の将来を予測する数理モデルを加入量の設定が柔軟にできるように改良

し、様々な漁業管理シナリオに対応した予測を可能としました。このモデルは国際的な資源

管理組織によるクロマグロの資源評価に採用されました。（2）我が国のウナギ漁獲に関す

るデータを整備し、新たな数理モデルを使った解析により、ニホンウナギは国際自然保護連

合が言う「絶滅危惧」ほど危険な資源状態では無いことを示しました。しかし、資源は減少

傾向にあるため、別の基準での資源評価と資源管理が望まれます。（3）季節によらず安定

して種苗を生産する技術が必要とされるカンパチについて、共同研究機関とともに、水温と

日長を調節することで、大型回遊魚としては初めて周年採卵を可能にしました。（4）漁獲

量の低迷が続くアサリについて、稚貝がすみやすい海域を示す生息場予測モデルを開発し、

アサリの増産に向けた漁場整備の取り組みを支援しました。（5）水中グライダーという浮

上と潜行を繰り返しながら海中を移動する海洋観測ロボットを使い、親潮域で植物プランク

トンが増殖するようすや暖水域、冷水域の複雑なすがたをとらえることに成功しました。今

後、海洋環境モニタリングに活用することで、海洋変動のしくみを明らかにすることが期待

できます。

より良い成果を産み出すために必要な産学官及び国際機関等との連携・協力については、

中西部太平洋まぐろ類委員会（WCPFC）、大西洋まぐろ類保存国際委員会（ICCAT）、北太平

洋海洋科学機関（PICES）等の各種専門委員会及び科学プログラム等に参加するとともに、

東南アジア漁業開発センター（SEAFDEC）、国際連合食糧農業機関（FAO）等の国際機関との

共同研究や研究者の派遣等を一層強化したほか、世界有数の研究機関であるフランス海洋研

究所（Ifremer）との共同研究を開始し、欧州との研究交流の筋道を確立しました。さらに、

アグリビジネス創出フェア2015、ジャパン・インターナショナル・シーフードショー等での

講演会開催や技術展示、国立研究開発法人海洋研究開発機構と包括連携協定を締結するなど、

漁業者や関係業界との連携を強化して、研究成果の実用化を行う社会連携推進活動のさらな

る活性化を図りました。

東日本大震災への対応としては、水産業の復興支援及び放射性物質に関する調査研究に取

り組み、漁業・水産業現場への情報提供並びに各種学会等を通じた科学的な成果を発表した

ほか、一般向けのパンフレットを作成するなど、専門知識を持たない方々にもわかりやすい

情報を提供するよう心がけました。引き続き水産庁をはじめ関係自治体や関係機関と連携し

つつ、センターの総力を挙げて被災地域の水産業の復興支援に取り組んで参ります。

センターは、平成28年4月1日に独立行政法人水産大学校と統合して「国立研究開発法人水



産研究・教育機構」となりますが、今後も我が国の水産業の健全な発展と安全・安心な水産

物の供給を図るとともに、未来の水産業を担う人材の育成にも努め、皆様に信頼される研究

・教育機関でありますよう努力いたします。



２．法人の基本情報

（１）目的、業務内容、沿革、設立に係る根拠法、主務大臣、組織図その他法人の概要

① 法人の目的

センターは、国立研究開発法人水産総合研究センター法（平成11年法律第199号）によ

り、水産に関する技術の向上に寄与するための総合的な試験及び研究等を行うとともに、

さけ類及びます類のふ化及び放流を行うことを目的とする。また、この他センターは、海

洋水産資源開発促進法（昭和46年法律第60号）第３条第１項に規定する海洋水産資源の開

発及び利用の合理化のための調査等を行うことを目的とする。

② 業務内容

センターは、農林水産大臣から指示された中長期目標等に基づき水産に関する技術の向上

に寄与するため、以下の業務を実施している。

ア 研究開発等の重点的推進

水産基本法の目的である「水産物の安定供給の確保」、「水産業の健全な発展」に研

究開発の側面から貢献するため、下記①から⑤の５つの重点領域を設定し、効率的かつ

効果的な研究開発等を推進している。

①我が国周辺及び国際水産資源の持続可能な利用のための管理技術の開発

・社会・経済的視点及び生態系機能・生物多様性を考慮した漁業・資源管理手法の

開発

・海洋生態系の把握と資源変動要因の解明

・水産資源の合理的利用技術の開発

・太平洋クロマグロを中心としたかつお・まぐろ類の資源管理技術の開発

②沿岸漁業の振興のための水産資源の積極的な造成と合理的利用並びに漁場環境の保

全技術の開発

・沿岸域における資源の造成と合理的な利用技術の開発

・沿岸域の漁場環境の保全及び修復技術の開発

・内水面の資源及び環境の保全と持続可能な利用技術の開発

・さけます資源の維持と合理的な利用技術の開発

・赤潮プランクトン等有害生物の影響評価・発生予測・被害軽減技術の開発

・生態系における有害化学物質等の動態解明と影響評価手法の高度化及び除去技術

の開発

③持続的な養殖業の発展に向けた生産性向上技術と環境対策技術の開発

・クロマグロ及びウナギの種苗量産技術の開発

・優良形質種苗の作出及び安定生産技術の開発

・病害の防除技術の開発

・持続的な養殖業の発展のための効率的生産技術の開発

④水産物の安全・消費者の信頼確保と水産業の発展のための研究開発

・水産物の安全と消費者の信頼を確保する技術の開発

・省エネルギー・省コスト技術の活用による効率的な漁業生産システムの開発

・水産業の生産基盤の整備、維持、管理及び防災技術の開発

⑤基盤となるモニタリング及び基礎的・先導的研究開発

・主要水産資源及び海洋環境モニタリング並びに関連技術の開発

・ゲノム情報を活用した研究開発の高度化

・遺伝資源、標本等の収集・評価・保存



・その他の基礎的・基盤的な研究開発並びに他分野技術の水産業への応用

イ．行政との連携

ウ．成果の公表、普及・利活用の促進

・国民との双方向コミュニケーションの確保

・成果の利活用の促進

・成果の公表と広報

・知的財産権等の取得と利活用の促進

エ．専門分野を活かしたその他の社会貢献

・分析及び鑑定

・講習、研修等

・国際機関、学会等への協力

・各種委員会等

・水産に関する総合的研究機関としてのリーダーシップの発揮

・「遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生物の多様性の確保に関する法律」（カ

ルタヘナ法）への対応

③ 沿革

昭和24年、水産研究に関する国の機関として、海域別に８つの水産研究所が設立された。

その後、水産をめぐる社会情勢の変化に対応するための改組が行われた。

主な改組は以下の通り。

・昭和42年８月１日 遠洋水産研究所の設立

・昭和54年３月１日 養殖研究所及び水産工学研究所の設立

・平成元年５月29日 東海区水産研究所を中央水産研究所へ改組

・平成13年４月１日 中央省庁等改革により、水産庁研究所（独法化直前時点で９研

究所）を統合し、センター（公務員型）が設立された。

・平成15年10月１日 特殊法人等整理合理化計画及び行政委託型公益法人等改革によ

り、認可法人海洋水産資源開発センター及び社団法人日本栽培漁業協会の業務を

引き継いで改組された。

・平成18年４月１日 独立行政法人さけ・ます資源管理センターと統合、非特定独立行

政法人となる。

・平成23年４月１日 効率的な研究開発を行うため、９研究所、３センターの組織体

制を、９研究所、１センターに再編し、養殖研究所を増養殖研究所へ名称改正した。

・平成23年９月１日 遠洋水産研究所を国際水産資源研究所へ名称改正し、現在に至

る。

④ 設立根拠法

国立研究開発法人水産総合研究センター法

⑤ 主務大臣（主務省所管課等）

農林水産大臣（農林水産省水産庁増殖推進部研究指導課）



⑥ 組織図（平成28年３月31日現在）

北海道区水産研究所

理事長 （本 部） 東北区水産研究所

経営企画部 中央水産研究所

総務部 日本海区水産研究所

理 事 研究推進部 国際水産資源研究所

監理室 瀬戸内海区水産研究所

社会連携推進本部長 西海区水産研究所

監 事 増養殖研究所

水産工学研究所

開発調査センター

（２）事務所(従たる事務所を含む)の所在地

・本部

神奈川県横浜市西区みなとみらい２－３－３ クイーンズタワーＢ15階

国立研究開発法人水産総合研究センター

TEL：045-227-2600（代表） FAX：045-227-2700

・研究所等の所在地

研究所等の名称 所 在 地

北海道区水産研究所 北海道札幌市豊平区中の島２条2-4-1

東北区水産研究所 宮城県塩釜市新浜町3-27-5

中央水産研究所 神奈川県横浜市金沢区福浦2-12-4

日本海区水産研究所 新潟県新潟市中央区水道町1-5939-22

国際水産資源研究所 静岡県静岡市清水区折戸5-7-1

瀬戸内海区水産研究所 広島県廿日市市丸石2-17-5

西海区水産研究所 長崎県長崎市多以良町1551-8

増養殖研究所 三重県度会郡南伊勢町中津浜浦422-1

水産工学研究所 茨城県神栖市波崎7620-7

開発調査センター 神奈川県横浜市西区みなとみらい2-3-3

（３）資本金の額及び出資者ごとの出資額

（単位：百万円）

区 分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

政府出資金 58,093 － 10 58,083

資本金合計 58,093 － 10 58,083



（４）役員の氏名、役職、任期、担当及び経歴

（平成27年度）

役 職 氏 名 任 期 担 当 経 歴

理事長 宮原 正典 自 平成26年４月１日 昭和53年４月 水産庁採用

至 平成30年３月31日 平成23年１月 水産庁次長

理 事 和田 時夫 自 平成26年４月１日 経営企画 昭和52年４月 水産庁採用

至 平成28年３月31日 担当 平成23年４月 (独)水産総合研究センター中央水産研究所長

平成24年４月 (独)水産総合研究センター理事

理 事 山下 容弘 自 平成26年４月１日 総務・財務 昭和60年４月 食糧庁採用

至 平成28年３月31日 担当 平成24年12月 東海農政局次長

理 事 武井 篤 自 平成26年７月４日 評価・開発 昭和56年４月 水産庁採用

至 平成28年７月３日 調査担当 平成20年４月 水産庁増殖推進部研究指導課長

平成24年７月 （独）水産総合研究センター理事

理 事 福田 雅明 自 平成26年４月１日 研究開発 平成４年４月 水産庁採用

至 平成28年３月31日 担当 平成23年４月 （独）水産総合研究センター北海道区水産研究所長

理 事 伊藤 文成 自 平成26年４月１日 研究支援 昭和61年４月 水産庁採用

至 平成28年３月31日 担当 平成25年４月 （独）水産総合研究センター日本海区水産研究所長

監 事 井上 龍子 自 平成26年４月１日 昭和56年４月 農林水産省採用

至 平成28年３月31日 平成23年５月 東北農政局次長

平成24年４月 (独)農林水産消費安全技術センター監事

監 事 榎本 一高 自 平成26年４月１日 昭和52年４月 大洋漁業株式会社入社

至 平成28年３月31日 平成20年４月 株式会社マルハニチロホールディングス監査部副部長

平成24年５月 アイシア株式会社常勤監査役

（５）常勤職員の数(前事業年度末からの増減を含む)及び平均年齢並びに法人への出向者数

常勤職員は、平成27年度末現在930人（前期比5人増加、0.5％）であり、平均年齢は44.08

歳（前期末44.00歳）となっている。このうち、国等からの出向者は18人、民間からの出向

者は0人、平成28年3月31日退職者は32人です。



３．財務諸表の要約

（１）要約した財務諸表

① 貸借対照表

(URL： http://www.fra.affrc.go.jp/johokokai/jyoho.html)

（単位：百万円）

資産の部 金 額 負債の部 金 額

流動資産 6,295 流動負債 3,445

現金・預金 3,461 未払金 3,339

有価証券 509 前受金 11

たな卸資産 272 その他 95

未収金 2,050 固定負債 2,564

その他 3 資産見返負債 2,533

固定資産 44,343 資産除去債務 30

有形固定資産 43,706 負債合計 6,009

無形固定資産 96 純資産の部 金 額

投資その他の資産 541 資本金 58,083

政府出資金 58,083

資本剰余金 ▲15,922

利益剰余金 2,468

純資産合計 44,628

資産合計 50,637 負債純資産合計 50,637

（注）金額は、単位未満を四捨五入してあるので、合計とは端数において合致しないもの

がある。（以下の表において同じ。）

② 損益計算書

(URL： http://www.fra.affrc.go.jp/johokokai/jyoho.html)

（単位：百万円）

科 目 金 額

経常費用（Ａ） 21,146

業務費 19,215

人件費 9,025

減価償却費 484

その他 9,707

一般管理費 1,930

人件費 1,445

減価償却費 128

その他 358

経常収益（Ｂ） 21,158

運営費交付金収益 15,076

事業収益 1,838

受託収入 3,087

補助金等収益 541

資産見返負債戻入 465

雑益等 149

臨時損益（Ｃ） 1,990

前中期目標期間繰越積立金取崩額（Ｄ） 1

当期総利益（Ｂ－Ａ＋Ｃ＋Ｄ） 2,003



③ キャッシュ・フロー計算書

(URL： http://www.fra.affrc.go.jp/johokokai/jyoho.html)

（単位：百万円）

科 目 金 額

Ⅰ業務活動によるキャッシュ・フロー（Ａ） 688

人件費支出 ▲10,197

運営費交付金収入 15,127

自己収入等 5,790

その他収入・支出 ▲10,032

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー（Ｂ） ▲733

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー（Ｃ） ▲6

Ⅳ資金増減額（Ｄ＝Ａ＋Ｂ＋Ｃ） ▲51

Ⅴ資金期首残高（Ｅ） 3,512

Ⅵ資金期末残高（Ｆ＝Ｅ＋Ｄ） 3,461

④ 行政サービス実施コスト計算書

(URL： http://www.fra.affrc.go.jp/johokokai/jyoho.html)

（単位：百万円）

科 目 金 額

Ⅰ業務費用 16,138

損益計算書上の費用 21,185

（控除）自己収入等 ▲5,048

（その他の行政サービス実施コスト）

Ⅱ損益外減価償却相当額 2,919

Ⅲ損益外減損損失相当額 671

Ⅳ損益外利息費用相当額 1

Ⅴ損益外除売却差額相当額 56

Ⅵ引当外賞与見積額 0

Ⅶ引当外退職給付増加見積額 ▲146

Ⅷ機会費用 17

Ⅸ(控除)法人税等及び国庫納付額 ▲14

Ⅹ行政サービス実施コスト 19,642

（２）財務諸表の科目の説明

① 貸借対照表

現金・預金 ：現金及び預金

有価証券 ：満期保有目的で保有する短期の有価証券

たな卸資産 ：船舶燃油等の貯蔵品、調査で得られた漁獲物（副産物）

未収金 ：施設整備費補助金等の未収金

その他（流動資産） ：前渡金、前払費用、未収収益等の短期に費用化、回収等される

資産

有形固定資産 ：土地、建物、構築物、機械装置、船舶、車両、工具等の長期に

わたって使用または利用する有形固定資産

無形固定資産 ：特許権、電話加入権等の無形固定資産



投資その他の資産 ：本部事務所の賃借に関する敷金、自賠責保険料等、長期に費用

化、回収等される資産

運営費交付金債務 ：業務を実施するために国から交付された運営費交付金のうち、

未実施の部分に該当する債務残高

未払金 ：研究用資材等業務活動において調達した物件や旅費等の未払

金、施設整備費補助金に係る設備関係未払金、未払消費税等

前受金 ：年度をまたいだ政府外受託契約の未実施の部分に該当する債務

残高に対する前受金

その他（流動負債） ：住民税、社会保険料等の預り金等

資産見返負債 ：運営費交付金等の交付の目的に従い取得した償却資産の未償却

残高に対応する固定負債

資産除去債務 ：有形固定資産の取得、建設、開発又は通常の使用によって生じ、

当該有形固定資産の除去に関して法令又は契約で要求される法

律上の義務及びそれに準ずるもの

政府出資金 ：国からの出資金で、センターの財産的基礎を構成するもの

資本剰余金 ：国から交付された施設費等を財源として取得した資産で財産的

基礎を構成するもの及び現物出資、施設費等を財源として取得

した償却資産の減価償却累計額

利益剰余金 ：センターの業務に関連して発生した剰余金の累計額

② 損益計算書

人件費 ：給与、賞与、法定福利費等で、職員等に要する経費

減価償却費 ：業務及び一般管理に要する固定資産の取得原価をその耐用年数

にわたって費用として配分する経費

その他（業務費、一 ：業務及び一般管理に要した費用

般管理費）

運営費交付金収益 ：業務活動の進行に応じて運営費交付金を収益化した金額

事業収益 ：漁獲物売却収入、財産賃貸収入等

受託収入 ：国等からの受託収入の収益

補助金等収益 ：業務活動の進行に応じて補助金を収益化した金額

資産見返負債戻入 ：資産見返負債に対応する償却資産の減価償却に応じて収益化し

た金額

雑益等 ：寄附金収入、受取利息及び雑収入等

臨時損益 ：固定資産の除売却損益及び運営費交付金等で取得した償却資産

の当期除売却資産の未償却残高の戻入額等

前中期目標期間繰越 ：前中期目標期間において自己財源で取得した固定資産につい

積立金取崩額 て、その減価償却費が計上されることなどにより、前中期目標

期間繰越積立金を収益化した金額

③ キャッシュ・フロー計算書

業務活動によるキャッシュ・フロー ：センターの通常の業務の実施に係る資金の状態

を表し、運営費交付金や受託費等のサービスの

提供、漁獲物の売却等による収入、研究資材等

又はサービスの購入による支出、人件費支出等

投資活動によるキャッシュ・フロー ：将来に向けた運営基盤の確立のために行われる



投資活動に係る資金の状態を表し、固定資産や

有価証券の取得・売却等による収入・支出

財務活動によるキャッシュ・フロー ：増減資による資金の収入・支出、債券の発行・

償還及び借入れ・返済による収入・支出等、資

金の調達及び返済

④ 行政サービス実施コスト計算書

業務費用（損益計算書上の費用） ：センターが実施する行政サービスのコストのう

ち、センターの損益計算書に計上される費用

業務費用の控除（自己収入等） ：事業収益、受託収入、寄附金収益等の自己収入

その他の行政サービス実施コスト ：センターの損益計算書に計上されないが、行政

サービスの実施に費やされたと認められるコス

ト

損益外減価償却相当額 ：償却資産のうち、その減価に対応すべき収益の

獲得が予定されないものとして特定された資産

の減価償却費相当額等

損益外減損損失相当額 ：償却資産のうち、その減価に対応すべき収益の

獲得が予定されないものとして特定された資産

の減損損失相当額

損益外利息費用相当額 ：償却資産のうち、その減価に対応すべき収益の

獲得が予定されないものとして特定された資産

の除去費用等に係る利息費用相当額

損益外除売却差額相当額 ：通則法第46条の２又は第46条の３の規定に基づ

いて行う不要財産の譲渡取引のうち主務大臣が

必要なものとして指定した譲渡取引により生じ

た譲渡差額等相当額

引当外賞与見積額 ：財源措置が運営費交付金により行われることが

明らかな場合の賞与引当金増加見積額（損益計

算書には計上していないが、仮に引き当てた場

合に計上したであろう賞与引当金見積額を貸借

対照表に注記している）

引当外退職給付増加見積額 ：財源措置が運営費交付金により行われることが

明らかな場合の退職給付引当金増加見積額（損

益計算書には計上していないが、仮に引き当て

た場合に計上したであろう退職給付引当金見積

額を貸借対照表に注記している）

機会費用 ：国又は地方公共団体の財産を無償又は減額され

た使用料により賃貸した場合の本来負担すべき

金額及び政府出資又は地方公共団体出資等の出

資額を市場で運用すれば得られたであろう金額



４．財務情報

（１）財務諸表の概要

① 経常費用、経常収益、当期総損益、資産、負債、キャッシュ・フローなどの主要な財

務データの経年比較・分析（内容・増減理由）

（経常費用）

平成27年度は21,146百万円であり、前年度比1,187百万円増（5.9％）となった。これは、

試験研究・技術開発勘定において、水道光熱費が273百万円減となる一方、給与手当・福

利厚生費や退職手当が520百万円、研究材料消耗品費及び消耗品費が217百万円、保守・修

繕費が280百万円増となり、海洋水産資源開発勘定において、外部委託費や用船費が469百

万円増となったことなどによる。

（経常収益）

平成27年度は21,158万円であり、前年度比1,113百万円増（5.6％）となった。これは、

試験研究・技術開発勘定において、受託収入が219百万円減となる一方、運営費交付金収

益が804百万円増えたこと、海洋水産資源開発勘定においては、漁獲物売却収入が453百万

円増となったことなどによる。

（当期総損益）

上記の経常収益から経常費用を差し引いた額（経常利益）12百万円に、臨時損益の差額

1,990百万円及び前中期目標期間繰越積立金取崩額（前中期目標期間までに自己財源で取

得した固定資産の当年度減価償却費相当額等）1百万円を加算して、当期総利益は2,003百

万円となった。

臨時損益の差額は、中期目標期間最後の事業年度の期末処理として、運営費交付金債務

を精算のために収益に振り替えた額2,017百万円を臨時利益に計上したことが主な要因で

ある。

当期総利益の内訳は、上記の運営費交付金債務の精算のための収益化による金額(運営

費交付金の残額)などである。

当期総利益は、平成26年度までの利益剰余金と合わせて、次期中長期目標期間に必要な

繰越積立金を除いた金額を平成28年度に国庫へ返納する。

（資産）

平成27年度末現在の資産合計は50,637百万円であり、前年度末比3,180百万円減となっ

た。これは、試験研究・技術開発勘定の流動資産において、現金・預金が143百万円増と

なる一方、固定資産において、有形固定資産が3,322百万円減となったことなどによる。

（負債）

平成27年度末現在の負債合計は6,009百万円であり、前年度末比1,812百万円減となった。

これは、運営費交付金債務の全額収益化により運営費交付金債務がなくなったことなどに

よる。

なお、平成27年度中に東日本大震災による施設等被害の原状回復が出来なかったものに

ついて、流動負債に引き続き災害損失引当金2百万円を計上した。

（業務活動によるキャッシュ・フロー）

平成27年度の業務活動によるキャッシュ・フローは688百万円であり、前年度比53百万



円増となった。これは、原材料等の購入による支出が514百万円増、その他の業務支出が4

5百万円増となる一方、運営費交付金収入が261百万円増、漁獲物売却収入が372百万円増

となったことなどが要因である。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

平成27年度の投資活動によるキャッシュ・フローは▲733百万円であり、前年度比18百

万円減となった。これは、有形固定資産の取得による支出が2,162百万円減となる一方、

施設費による収入が2,169百万円減となったことなどが要因である。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

平成27年度の財務活動によるキャッシュ・フローは▲6百万円であり、前年度比6百万円

の減となった。これは、不要財産として6百万円の国庫納付を行ったことが要因である。

表 主要な財務データの経年比較

（単位：百万円）

区 分 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

経常費用 21,716 18,087 18,652 19,959 21,146

経常収益 21,537 18,097 18,647 20,044 21,158

当期総利益 190 103 55 118 2,003

資産 55,745 56,325 59,194 53,817 50,637

負債 6,607 8,705 9,792 7,821 6,009

利益剰余金(又は繰越欠損金) 371 386 382 466 2,468

業務活動によるキャッシュ・フロー ▲394 1,250 1,359 635 688

投資活動によるキャッシュ・フロー 652 ▲441 ▲ 890 ▲715 ▲733

財務活動によるキャッシュ・フロー ▲1,102 ▲74 ▲ 3 - ▲6

資金期末残高 2,390 3,126 3,591 3,512 3,461

（注）前中期目標期間：平成18年度～平成22年度（５年間）

当中期目標期間：平成23年度～平成27年度（５年間）

② セグメント事業損益の経年比較・分析（内容・増減理由）

（区分経理によるセグメント情報）

試験研究・技術開発勘定の事業損益は12百万円と、前年度比74百万円減となっており、

海洋水産資源開発勘定の事業損益は0となっている。試験研究・技術開発勘定の事業損益

については、経常費用のうち用船費が62百万円減、備品費が15百万円減、経常収益のうち

補助金等収益が21百万円増、雑益が31百万円増となる一方、受託収入が219百万円減とな

ったことが主な要因である。

表 事業損益の経年比較（区分経理によるセグメント情報）

（単位：百万円）

区 分 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

試験研究・技術開発勘定 ▲178 11 ▲5 86 12

海洋水産資源開発勘定 ▲0 ▲0 0 0 -

合 計 ▲179 11 ▲5 86 12

（注）前中期目標期間：平成18年度～平成22年度（５年間）



当中期目標期間：平成23年度～平成27年度（５年間）

③ セグメント総資産の経年比較・分析（内容・増減理由）

（区分経理によるセグメント情報）

試験研究・技術開発勘定の総資産は48,133百万円と、前年度比3,175百万円の減（6.2％）

となっている。これは、流動資産において、現金・預金が143百万円増となる一方、固定

資産において、施設の減価償却に伴い有形固定資産が3,322百万円の減となったことが主

な要因である。

海洋水産資源開発勘定の総資産は2,617百万円と、前年度比11百万円の減（0.4％）とな

っている。これは、流動資産において、たな卸資産及び未収金が108百万円増、固定資産

のうち有形固定資産が78百万円増となる一方、流動資産において、現金・預金及び有価証

券が199百万円減となったことが主な要因である。

表 総資産の経年比較（区分経理によるセグメント情報）

（単位：百万円）

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

試験研究・技術開発勘定 53,737 54,066 56,643 51,307 48,133

海洋水産資源開発勘定 2,114 2,351 2,639 2,628 2,617

勘定相互間の相殺消去 ▲106 ▲92 ▲88 ▲118 ▲112

合 計 55,745 56,325 59,194 53,817 50,637

（注）前中期目標期間：平成18年度～平成22年度（５年間）

当中期目標期間：平成23年度～平成27年度（５年間）

④ 利益剰余金

平成27年度の利益剰余金は2,468百万円である。内訳については、積立金465百万円及

び当期総利益2,003百万円により構成されている。

この金額の大部分は、現預金の伴わない受託事業等の自己財源による事業費の損益差

（受託事業等の自己財源により取得した資産の帳簿価額相当）と運営費交付金の残額で

ある。

⑤ 目的積立金の申請、取崩内容等

当期総利益の主な発生要因は、運営費交付金の残額である。

なお、当該利益は経営努力によるものではなく、その性質から目的積立金は申請して

いない。

前中期目標期間繰越積立金取崩額▲1百万円は、前中期目標期間に取得した資産の減

価償却相当額であり、当中期目標期間において費用化されることに伴い、損益均衡を図

るため取り崩すべき積立金として、平成23年6月30日付けにて農林水産大臣から承認を

受けた576百万円から取り崩したものである。

⑥ 行政サービス実施コスト計算書の経年比較・分析（内容・増減理由）

平成27年度の行政サービス実施コストは19,642百万円と、前年度比553百万円増（2.9

％）となっている。これは、業務費用が916百万円増となる一方、損益外減価償却相当

額が297百万円減、引当外賞与見積額が50百万円減、法人税等及び国庫納付額が14百万

円減となったことが主な要因である。



表 行政サービス実施コストの経年比較

（単位：百万円）

区 分 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

業務費用 16,028 14,554 14,617 15,221 16,138

うち損益計算書上の費用 21,732 18,111 18,657 19,964 21,185

うち自己収入等 ▲5,704 ▲3,557 ▲4,040 ▲4,742 ▲5,048

損益外減価償却相当額 3,934 3,879 3,284 3,217 2,919

損益外減損損失相当額 267 315 67 421 671

損益外利息費用相当額 1 1 1 1 1

損益外除売却差額相当額 53 39 338 24 56

引当外賞与見積額 ▲92 5 37 50 0

引当外退職給付増加見積額 ▲172 45 ▲786 ▲ 51 ▲146

機会費用 530 294 332 206 17

(控除)法人税等及び国庫納付額 － － － － ▲14

行政サービス実施コスト 20,548 19,133 17,890 19,088 19,642

（注）前中期目標期間：平成18年度～平成22年度（５年間）

当中期目標期間：平成23年度～平成27年度（５年間）

（２）重要な施設等の整備等の状況

① 当事業年度中に完成した主要施設等

・該当なし。

② 当事業年度において継続中の主要施設等の新設・拡充

・該当なし。

③ 当事業年度中に処分した主要施設等

・該当なし。

（３）災害損失引当金による原状回復の状況

東日本大震災により計上された災害損失引当金による当事業年度における原状回復の状

況

・東北区水産研究所

引当金計上額： 2百万円、翌年度繰越額： 2百万円

※被害箇所が宮城県の漁港施設内にあり、同県が実施する復旧工事の進捗状況に併せ

た原状回復を行う必要があることから、当事業年度中の原状回復は行わなかった。



（４）予算及び決算の概要

（単位：百万円）

当中期目標期間

区 分
23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度

予 算 決 算 予 算 決 算 予 算 決 算 予 算 決 算 予 算 決 算 差 額 理 由

収 入 27,183 20,967 28,065 23,489 24,170 24,491 20,641 21,732 20,926 22,615

運営費交付金 15,787 15,787 15,165 15,165 14,546 14,546 14,866 14,866 15,127 15,127

政府補助金等収入 760 750 760 772 760 619 760 574 760 609 政府補助金が減少したため

施設整備費補助金 6,096 464 1,967 3,546 270 4,199 171 171 272 254

受託収入 2,832 3,023 2,832 2,675 2,832 2,814 2,832 3,321 2,832 3,082 政府受託が増加したため

諸収入 1,709 747 1,709 899 1,540 1,231 1,540 1,451 1,540 1,991 漁獲物売却収入が増加したため

前年度からの繰越 － 196 5,632 431 4,222 1,083 471 1,348 395 1,551 人件費等の繰越があったため

支 出 27,183 20,214 28,065 21,966 24,169 22,981 20,641 20,226 20,926 21,623

一般管理費 816 534 788 484 828 433 723 517 701 595 執行額配分の見直しを行ったため

業務経費 7,420 6,237 7,614 6,469 6,940 6,828 7,081 7,131 6,983 8,016 執行額配分の見直し等を行ったため

政府補助金等事業費 760 765 760 772 760 619 760 574 760 609 政府補助金が減少したため

施設整備費 6,096 464 7,599 3,546 4,326 4,199 171 171 272 254

船舶建造費 － － － － － － － － － －

受託経費 2,832 3,074 2,832 2,677 2,832 2,812 2,832 3,311 2,832 3,094 政府受託が増加したため

人件費 9,260 9,094 8,472 8,001 8,483 8,088 9,074 8,521 9,378 9,055 期中に欠員等があったため

災害損失引当金 － 46 － 17 － 3 － － － －

（注）前中期目標期間：平成 18 年度～平成 22 年度（５年間）

当中期目標期間：平成 23 年度～平成 27 年度（５年間）



（５）経費削減及び効率化に関する目標及びその達成状況

①経費削減及び効率化目標

運営費交付金を充当して行う事業については、業務の見直し及び効率化を進め、中期目

標期間中、平成22年度予算額（一般管理費856百万円、業務経費8,784百万円）を基準とし

て、一般管理費については、毎年度平均で少なくとも対前年度比３％の抑制、業務経費に

ついては、毎年度平均で少なくとも対前年度比１％の抑制を行った金額相当額以内に抑制

することとしている。

一般管理費においては、通常経費は平成22年度予算額を基準として毎年度平均で対前年

度比3％の抑制を行った場合の目標額735百万円に対し、更に54百万円 抑制した681百万円

(毎年度平均で対前年度比4.5％の抑制)とし、業務経費においても、平成22年度予算額を

基準として毎年度平均で対前年度比1％の抑制を行った場合の目標額8,353百万円に対し、

更に1,761百万円抑制した6,592百万円 (毎年度平均で対前年度比5.6％の抑制)とした予算

のもとに執行を行った。（消費増税に伴う増額分及びかかり増し経費を除く。）

平成27年度は、この予算をベースに効率的かつ重点的な資金配分を行い、支出において

は複数年契約を更に進めること等により経費の節減や事務の効率化を図った。これらの取

り組みにより適切に執行を行っており、効率化目標は確実に達成した。

上記の交付金のほか、東日本大震災復旧・復興のための運営費交付金を受けて、海洋生

態系の放射性物質挙動調査事業を行った。

②経費削減及び効率化目標の達成度合い
（単位：百万円）

５．事業の説明

（１）財源の内訳

①内訳

センターの経常収益は21,158百万円で、その内訳は、運営費交付金収益15,076百万円（収

益の71.3％）、自己収入等及び受託収入4,925百万円（同23.3％）、補助金541百万円（同2.

6％）、資産見返負債戻入465百万円（同2.2％）、雑益等149百万円（同0.7％）となってい

る。これを勘定別に区分すると、試験研究・技術開発勘定では、経常収益17,209百万円で、

内訳は運営費交付金収益12,996百万円（当勘定収益の75.5％）、自己収入等及び受託収入

3,125百万円（同18.2％）、補助金541百万円(3.1％)、資産見返負債戻入426百万円（同2.

5％）、雑益等121百万円（同0.7％）となっており、海洋水産資源開発勘定では、経常収

益3,949百万円で、内訳は運営費交付金収益2,081百万円（当勘定収益の52.7％）、漁獲物

売却収入等による自己収入等1,800百万円（同45.6％）、資産見返負債戻入40百万円（同1.

0％）、雑益等28百万円（同0.7％）となっている。

また、センター全体の運営費交付金の執行率（当期振替額と当期交付額の比）は、通常

の収益化に加えて、第３期中期目標期間の最終年度における期末処理として、運営費交付

金額 比率 金額 比率 金額 比率 金額 比率 金額 比率

一般管理費 856 100% 816 -4.6% 788 -4.0% 709 -6.1% 702 -4.8% 681 -4.5%

業務経費 8,784 100% 7,420 -15.5% 7,390 -8.3% 6,719 -8.5% 6,652 -6.7% 6,592 -5.6%

＊当中期目標期間の比率は、前中期目標期間終了年度予算額を基準とした、毎年度平均の対前年度抑制率
＊金額は、かかり増し経費を除く額

当中期目標期間
前中期目標期間
終了年度

区　　分
23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

金額 比率



金債務の精算のための収益化を行い、運営費交付金債務を全額収益に振り替えたため。10

0.0％となっている。

②自己収入の明細

センターの主な自己収入について、試験研究・技術開発勘定では、展示施設の観覧料と

して4百万円、土地・施設の賃貸収入として25百万円、知的財産権の使用料収入として3百

万円、会議等の講師派遣料収入として4百万円、海洋水産資源開発勘定においては、漁獲

物売却収入として1,800百万円の自己収入を得ている。

（２）財務情報及び業務実績の説明

ア 試験研究・技術開発勘定

試験研究・技術開発勘定は、水産に関する技術の向上に寄与するための総合的な試験

及び研究等を行うとともに、さけ類及びます類のふ化及び放流を行うことを目的として、

水産に関する試験及び研究、調査、分析、鑑定、講習、試験及び研究のための種苗及び

標本の生産、配布、栽培漁業に関する技術の開発、さけ類及びます類の個体群の維持の

ためのふ化及び放流等の事業を実施している。

事業の経常収益は17,209百万円で、内訳は上記（１）に記載のとおりである。

事業の経常費用は17,197百万円で、一般管理費431百万円（当勘定費用の2.5％）、業

務経費4,034百万円（同23.5％）、受託業務費2,949百万円（同17.1％）、政府補助金等

事業費424百万円（同2.5％）、人件費8,787百万円（同51.1％）、減価償却費572百万円

（同3.3％）となっている。

また、以上のほか本勘定では、政府より施設整備費補助金254百万円を受け、試験研

究施設の整備を進めている。

運営費交付金の執行率（当期振替額と当期交付額の比）は、上記（１）に記載のとお

り100.0％となっている。

イ 海洋水産資源開発勘定

海洋水産資源開発勘定は、海洋水産資源の開発及び利用の合理化のための調査等を行

うことを目的として、海洋の新漁場における漁業生産の企業化その他の海洋水産資源の

開発及び利用の合理化、海洋の漁場における新漁業生産方式の企業化のための調査並び

にこれらの情報及び資料の収集及び提供等の事業を実施している。

事業の経常収益は3,949百万円で、内訳は上記（１）で記載したとおりである。

事業の経常費用は3,949百万円で、一般管理費69百万円（当勘定費用の1.7％）、業務

経費3,564百万円（同90.3％）、人件費276百万円（同7.0％）、減価償却費40百万円（同

1.0％）となっている。

運営費交付金の執行率（当期振替額と当期交付額の比）は、上記（１）に記載のとお

り100.0％となっている。



６．事業等のまとまりごとの予算・決算の概況

（単位：百万円）

区 分
試験研究・技術開発勘定 海洋水産資源開発勘定 合計

予算額 決算額 差 額 備 考 予算額 決算額 差 額 備 考 予算額 決算額 差 額 備 考

収 入 17,318 18,700 1,382 3,609 3,916 307 20,926 22,615 1,689

運営費交付金 13,050 13,050 - 2,077 2,077 - 15,127 15,127 -

政府補助金等収入 760 609 ▲ 151 政府補助金が減少したため - - - 760 609 ▲ 151 政府補助金が減少したため

施設整備費補助金 272 254 ▲ 18 - - - 272 254 ▲ 19

受託収入 2,832 3,082 250 - - - 2,832 3082 250

諸収入 19 163 145 科学研究費補助金に関わる 1,521 1,828 307 漁獲物売却収入が増加した 1,540 1,991 452 科学研究費補助金に関わる間接

間接経費受領等があったた ため 経費受領等があったため

め 漁獲物売却収入が増加したため

前年度からの繰越 385 1,541 1,156 人件費、一般管理費等の繰 10 10 - 395 1,551 1,156 人件費、一般管理費等の繰越が

越があったため あったため

支 出 17,318 17,579 ▲ 261 3,609 4,044 ▲ 435 20,926 21,623 ▲ 696

一般管理費 611 520 91 執行額配分の見直しを行っ 90 75 14 執行額配分の見直しを行っ 701 595 106 執行額配分の見直しを行ったた

たため たため め

業務経費 3,734 4,315 ▲ 582 執行額配分の見直しを行っ 3,250 3,701 ▲ 451 執行額配分の見直しを行っ 6,983 8,016 ▲ 1,033 執行額配分の見直しを行ったた

たため たため め

政府補助金等事業費 760 609 151 政府補助金が減少したため - - - 760 609 151 政府補助金が減少したため

施設整備費 272 254 19 - - - 272 254 19

受託経費 2,832 3,094 ▲ 262 - - - 2,832 3,094 ▲ 262

人件費 9,109 8,787 321 269 268 1 9,378 9,055 323


